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令和８年熊本地震からの熊本県等の早期復旧・復興 

に向けた緊急提言 

 

７月 28 日に発生した令和８年熊本地震により、熊本県内において、

39名（８月 17日時点）もの尊い人命が失われるとともに、家屋の倒壊

など多数の住家被害や上下水道施設等の生活インフラ、高速道路や新

幹線等の交通インフラをはじめとするライフラインの損傷など、広範

かつ甚大な被害が発生している。 

 

また、被害は、道路、河川、鉄道をはじめ、農作物や農地･農業用施

設、医療・社会福祉施設、学校・社会・教育文化施設等、商工業施設等

のあらゆる面に及ぶなど、災害発生から約３週間が経過した今日でも、

住民の生活はもとより、あらゆる産業に深刻な影響を及ぼしている。 

 

国においては、直ちに総力を結集し、迅速な被災者の救助活動、避難

者への生活支援、激甚災害及び特定非常災害の早期指定や予備費支出

の迅速な決定をはじめ、様々な取組に尽力いただき、大変心強く感じて

いるところである。 

 

熊本県及び同県内の被災自治体では、人命救助に全力を尽くすとと

もに、避難活動、救援物資の提供等、できる限りの災害応急対策を講じ

ている。 

 

また、九州地方知事会においては、平成 23 年 10 月に締結した「九

州・山口９県災害時応援協定」に基づき、熊本県への人的支援を行うな

ど、九州・山口地域が一丸となって対応している。 

 

現在も、全国の自治体、企業をはじめ国民の皆様から災害ボランティ

アや義援金などの温かい御支援・御協力をいただきながら、関係機関と

連携して、一日も早い被災者の生活再建と地域経済の復興に向け、全力

で取り組んでいるところである。 
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国においては、引き続き、迅速・柔軟かつ効果的な取組が可能となる

よう、以下の項目について早期に実現するよう求める。 

 

１ 被災者の生活再建及び生活環境の確保に向けた支援の拡充 

被災者の経済的負担及び心理的な不安を解消するため、災害弔慰

金や災害障害見舞金等を増額すること。 

また、被災者生活再建支援金の支給額拡充とともに、現行制度の対

象とならない半壊世帯・一部損壊世帯についても支給対象とした上で、

住宅だけでなく、生業に不可欠な店舗建物等も支援対象とするよう、

制度の見直しを図ること。 

加えて、応急仮設住宅の供与対象者について、ライフラインの被災

状況に応じた柔軟な取扱ができるよう配慮すること。 

さらに、厳しい暑さが続く中、避難所や自宅等で生活する被災者の

健康を確保するため、熱中症・感染症対策、心のケア及び要配慮者へ

の支援を継続・強化するとともに、被災した医療・社会福祉施設の早

期復旧及び必要な人材の派遣等について、十分な財政的・人的支援を

行うこと。 

 

２ 公共土木施設の早期復旧と災害に強い交通ネットワークの構築、

物流に係る事業者負担の軽減 

道路、河川、砂防、港湾、海岸、公園及び上下水道等の公共土木施

設について、台風の到来等を見据えた対策を含め、早期復旧に向けた

対策を行うとともに、特に上下水道の早期復旧に向けた対策に尽力を

講じること。 

さらに、災害復旧事業や災害関連緊急事業等の補助対象の拡大等、

財政支援を拡充すること。 

また、災害時のリダンダンシーを確保するため、東九州自動車道、

九州中央自動車道、西九州自動車道、南九州西回り自動車道、中九州

横断道路、有明海沿岸道路などの高規格道路の未整備区間の早期解

消、暫定２車線区間の４車線化はもとより、高規格道路をつなぐ道路
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ネットワークの充実・強化、高規格道路と代替機能を発揮する直轄国

道等とのダブルネットワークの強化、災害時の代替輸送を担う港湾

機能の強化に必要な予算を確保すること。  

併せて、甚大な被害を受けた九州縦貫自動車道及び南九州西回り自

動車道、九州新幹線、ＪＲ在来線、肥薩おれんじ鉄道線の早期完全復

旧に向け、事業者への支援も含めた特段の措置を講じること。 

さらに、高速道路・鉄道等の物流網の寸断に伴い、輸送ルートの変

更等による輸送コストの増加などの影響を受けている事業者に対し

て、負担軽減に繋がる資金繰り支援等特段の措置を講じること。 
 

３ 熊本県等の観光関連産業及び外食産業への支援 

  今回の熊本地震による観光関連産業及び外食産業における施設・

設備の復旧や営業・雇用の継続に係る十分な財政措置を講じること。 

  また、熊本県を中心に九州各県で宿泊のキャンセルなどが発生し

ていることに加え、南九州地域においては、九州新幹線や九州縦貫自

動車道等の交通の大動脈が寸断されるなど、相当な影響が生じてい

る。 

このため、「復興割」の実施など旅行や外食需要の早期回復に向け

た観光振興策及び国内外からの誘客策に要する財政支援を影響の度

合いに応じて行うとともに、国においても、被災地の現状に関する国

内外への正確な情報発信を行うこと。 

 

４ 被災企業への支援及び雇用の維持 

被災企業の早期復旧及び事業継続のため、なりわい再建支援補助

金や自治体連携型補助金、持続化補助金等を予算化し、当該補助金に

係る特別な財政支援を行うこと。 

さらに、地域経済の牽引役である大企業や中堅企業等についても

新たな国庫補助制度の創設や既存の制度の対象拡大といった特別な

財政措置を講じること。 

加えて、事業者に寄り添った相談体制の整備等、総合的な支援を行

うこと。 
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また、被災地域の雇用を維持するため、雇用調整助成金制度の更な

る拡充と弾力的な運用を図るとともに、雇用保険に係る給付日数の

延長や、被災者雇用に対する助成金制度の充実などの措置を講じる

こと。 

 

５ 農林水産基盤の早期復旧及び農林水産業に対する支援 

  経営継続が困難な農林漁業者の経営再建及び共同利用施設等の早

期復旧を支援すること。 

また、水路等の農業用施設や農地、治山、林道、漁港・漁場等の災

害復旧事業等について、今後の台風や大雨による二次災害の防止を含

め、早期復旧に向けた対策を講じること。 

さらに、令和７年８月豪雨との重複被災者に対して、営農再開に向

けて特段の配慮を行うこと。 

   

６ 文教施設や文化財の早期復旧 

学校等施設・設備の復旧を行うため、専門家の派遣などの支援を行

うとともに、財政措置について特段の配慮を行うこと。 

また、損壊した文化財等の早期復旧についても、技術的指導や補助

率の嵩上げ等、全面的な支援を行うこと。特に、平成 28 年熊本地震

からの復旧途上にある中で再び被災した熊本城をはじめ、被害が甚大

でかつ復旧・復興に高度な技術を要する文化財については、応急措置

も含め、その復旧・復興に国が技術面・財政面から全面的に支援する

こと。 

 

７ 緊急的かつ柔軟な財政措置 

被災者支援や災害復旧・復興等に多額の経費を要することから、熊

本県をはじめ被災市町村が危機的な財政状況に陥ることがないよう、

特別交付税の別枠措置や新たな補助制度の創設、補助率の嵩上げな

ど、過去の大規模災害を踏まえた特別な財政措置を講じること。 

また、今回の熊本県のように、過去の大規模災害から復旧を行った

又は復興の途中であったにもかかわらず、再度被災した県民・事業者
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への特別な財政措置を講じること。 

さらに、被災地に対して、全国の多くの地方公共団体から、職員の

派遣や物資の提供等を行っていることから、これらの取組に対する財

政措置を講じること。 

加えて、今後、起こりうる南海トラフ地震をはじめとする大規模地

震等に対する復旧・復興に、地方が安心感をもって取り組めるよう、

今回の熊本地震に対する特別な財政措置も含めた法制度の整備等、

万全の措置を講じること。 
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